
（単位：千円）

金　　額 金　　額

15,788,332 流 動 負 債 5,330,213

現 金 及 び 預 金 412,805 買 掛 金 597,819

割 賦 債 権 6,338,554 短 期 借 入 金 200,000

リ ー ス 債 権 48,853
１ 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 4,360,000

リース投資資産 8,810,484 未 払 法 人 税 等 21,062

営業投資有価証券 12,080 未 払 費 用 5,446

営 業 未 収 入 金 10,032 賃貸料等前受金 26,775

前 払 費 用 123,883 前 受 収 益 24,140

未 収 収 益 1,517 賞 与 引 当 金 7,946

未収還付消費税等 18,245 債務保証損失引当金 71,590

そ の 他 11,876 そ の 他 15,433

固 定 負 債 8,485,492

 固 定 資 産 549,994 長 期 借 入 金 8,050,000

   有形固定資産 39,492 退 職 給 付 引 当 金 26,331

賃 貸 資 産 36,971 長期仮受消費税等 409,161

社 用 資 産 2,521 13,815,706

 　無形固定資産 4,358

賃 貸 資 産 25 株　主　資　本 2,417,336

電 話 加 入 権 1,969  資　本　金 100,000

ソフトウェア仮勘
定

2,364  利益剰余金 2,317,336

   投資その他の資産 506,143 利 益 準 備 金 1,000

投 資 有 価 証 券 153,838 その他利益剰余金 2,316,336

関 係 会 社 株 式 169,325 　別 途 積 立 金 1,000,000

出 資 金 1,121 　繰越利益剰余金 1,316,336

破産更生債権等 93,915 評価 ・換算差額等 105,284

繰 延 税 金 資 産 60,361  その他有価証券評価差額金 105,284

そ の 他 27,581 2,522,620

資 産 合 計 16,338,327 16,338,327

（注）当期純利益 40,636千円

 流 動 資 産

負　債　合　計

     純　資　産　の　部

純　資　産  合  計

負債及び純資産合計

貸　借　対　照　表
（令和２年３月３１日現在）

科　　　　目 科　 　　目

資 　産　 の 　部 負　 債 　の 　部



重要な会計方針に係る事項に関する注記

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手

続は、次のとおりであります。

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直

　　　　　　 入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

賃貸資産

リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の賃貸資産の処分見積価額を残存価

額とする定額法によっております。

社用資産

定率法によっております。ただし、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しております。

リース賃借資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を勘

案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に属する金額を計

上しております。

債務保証損失引当金

保証債務に係る損失に備えるため、将来の損失発生見込額を計上しております。

個別注記表



退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合退職による期末

要支給額から、中小企業退職金共済事業本部の退職金試算総額を控除した金額を

計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

リース料の受取時（またはリース料を収受すべき時）に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。

割賦販売に係る売上高及び売上原価の計上基準

割賦債権の支払期日到来の都度、売上高と売上原価を計上する方法によっております。

５．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



貸借対照表に関する注記

１．金銭債権から控除されている貸倒引当金の額

短期金銭債権 ２２４，０２１千円

長期金銭債権 ７９２，３９５千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 ５５，６２０千円

３．保証債務

被保証者 　㈱香川銀行の債務者

被保証債務の内容 　㈱香川銀行との保証契約に基づくローン商品

保証金額 ４，４８２，７２５千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ４７０，５３７千円

短期金銭債務 １，８７５，０００千円

長期金銭債務 ３，０３５，０００千円

損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 １５２，３９９千円

売上原価 ９７，８７４千円

販売費及び一般管理費 ２０，７２０千円

営業取引以外の取引による取引高

営業外収益 １０，５６３千円



株主資本等変動計算書に関する注記

  当事業年度の末日における発行済株式の数

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　 繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額 ２８８，８２５千円

　賞与引当金 ２，７２３千円

　退職給付引当金 ９，０２３千円

　債務保証損失引当金 ２４，５３３千円

　その他 ９，４４７千円

　　繰延税金資産小計 ３３４，５５４千円

　評価性引当額 ２１９，３００千円

　　繰延税金資産合計 １１５，２５３千円

　 繰延税金負債

　有価証券評価差額金 ５４，８９２千円

　　繰延税金負債合計 ５４，８９２千円

　 繰延税金資産の純額 ６０，３６１千円

　　普通株式　２,０００株



金融商品の状況に関する注記

１．金融商品に対する取組

　当社は、短期的な運転資金及びリース・割賦商品購入に必要な資金を主に銀行借入

により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

２．金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である割賦債権、リース債権、リース投資資産、営業貸付金及び求償債権は、

顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎月把握する体制としております。

　投資有価証券及び関係会社株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に

報告されております。

　営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日であります。

　借入金は主にリース及び割賦商品購入に係る資金調達であります。

　営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格の他、市場価格がない場合には合理的

に算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が変動することも

あります。



関連当事者との取引に関する注記

1.親会社及び法人主要株主等

会 社 等 の 名 称 取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科　目
期 末 残 高
( 千 円 )

長期資金の借入 1,800,000
一年以内返済予
定 長 期 借 入 金 1,675,000

長期借入金の返
済 1,940,000 長 期 借 入 金 3,035,000

利息の支払 46,515 短 期 借 入 金 200,000

（注1）

保 証 債 務 4,482,725

（注2）

代 位 弁 済 94,366

受取保証料 95,841

リース投資資産 13,129

割 賦 債 権 34,422

（注3）

2.兄弟会社等

会 社 等 の 名 称 取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科　目
期 末 残 高
( 千 円 )

資金の借入 700,000
一年以内返済予
定 長 期 借 入 金 610,000

借入の返済 585,000 長 期 借 入 金 1,235,000

利息の支払 16,626
（注1）

3.取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1)借入金利については、市場相場並びに親会社のシステム利用による応分の負担を考慮し、

 　　 合理的に決定しております。

（注2)同社との保証契約に基づくローン商品に対して、保証を行っております。

　　　保証料率については、代位弁済の実績に基づいて合理的に決定しております。

（注3)割賦債権については、未実現利益を控除した金額を計上しております。割賦契約実行高

　　　及び割賦収入については、市場金利を考慮して利率を合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 １，２６１，３１０円３８銭

２．１株当たり当期純利益 ２０，３１８円０７銭

-
その他の

関係会社の
子会社

オリックス自動車㈱
（オリックス㈱の子会社）

資金の借入

リース取引

資金の借入4.0

30.0

25.0

㈱徳島大正銀行
（トモニホールディングス㈱の

子会社）

割賦販売

関 連 当 事 者
と の 関 係

関 連 当 事 者
と の 関 係

親会社の
子会社

役員の兼任
親会社 ㈱香川銀行

オリックス㈱

属　性

その他の
関係会社

議 決 権 の
被所有割合(%)

属　性

― ―

保証取引

― ―

議決権の被所
有(所有)割合

(%)

290,581
割賦債権
（注3）

割賦販売 100,972割賦契約実行高


